
千葉市土砂等の埋立て等に係る不利益処分の基準 

 

（目的） 

第１条 この基準は、千葉市行政手続条例（平成７年条例第４０号）第１２条の規定に基

づき、千葉市土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例

（平成９年条例第３６号。以下「条例」という。）に規定する不利益処分の基準を定め、

不利益処分の公平性の確保と透明性の向上を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この基準における用語の意義は、条例に規定するもののほか、次の各号に定める

ところによる。 

（１）事業者等 条例第２条第１項第６号に規定する事業者又は同項第７号に規定する

土地所有者をいう。 

（２）特定事業者 条例第９条第１項の許可を受けた事業者（条例第１２条第１項の規

定による変更許可を受けた者、条例第２０条の３第１項の規定による譲受けの許可

を受けた者及び条例第２１条第１項の規定による地位を承継した者を含む。以下本

基準において同じ）及び条例第９条第２項の規定による届出をした者（条例第１２

条第８項の規定による届出をした者、条例第２０条の３第４項の規定による譲受け

の届出をした者及び条例第２１条第１項の規定による地位を承継した者を含む。）

をいう。 

（３）許可事業者 前号の特定事業者のうち条例第９条第１項の許可を受けた事業者を

いう。 

（４）不利益処分 次のいずれかをいう。 

ア 事業者等に対する土砂等の安全基準の確認に係る土砂等の埋立て等の停止命

令 条例第７条第２項の規定に基づき、事業者等に対し、土砂等の埋立て等の停

止を命ずること。 

イ 特定事業者に対する措置命令 条例第２２条第１項の規定に基づき、特定事業

者に対し、当該特定事業の停止を命ずること。 

ウ 許可事業者に対する許可の取消し 条例第２３条第１項の規定に基づき、事業

者に対し、許可を取り消すこと。 

エ 許可事業者に対する特定事業の停止命令 条例第２３条第１項の規定に基づ

き、許可事業者に対し、期間を定めて特定事業の停止を命ずること。 

（不利益処分の基準） 

第３条 事業者等、特定事業者及び許可事業者に係る不利益処分の基準は、別表のとおり

とする。 

（軽減） 

第４条 許可事業者が別表の７から１２の項に掲げる各要件に該当する場合であっても、

次の各号のいずれかに該当する場合は、特定事業者に対する特定事業の停止命令の期間

を軽減できる。この場合においては、停止１０日とするものとする。 

（１）違反行為等を行った動機等に特に情状を酌量する余地が認められるとき。 

（２）違反行為等の後、適切な是正措置を講じ、生活環境の保全に努めたと認められると



き。 

（３）その他処分内容を軽減するに足りる相当の理由があると認められるとき。 

２ 許可事業が、別表の１から６の項に掲げる各要件に該当する場合であっても、前項

の各号のいずれかに該当する場合は、前条の規定にかかわらず、特定事業の停止命令

を行うことができる。この場において、処分内容は、停止１８０日、停止９０日、停

止６０日又は停止３０日にするものとする。 

（加重） 

第５条 許可事業者が別表の７から１５の項の各要件に該当し、かつ、次の各号のいずれ

かに該当する場合は、特定事業の停止命令の期間を加重できる。この場合において、別

表に定める処分内容が、停止３０日にあっては、停止６０日又は停止９０日、停止１０

日にあっては、停止３０日、停止６０日又は停止９０日にするものとする。 

（１）違反行為等が結果として土壌の汚染や災害の発生を惹起させるなどして、生活環

境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められるとき。 

（２）違反行為等の是正の指導を受けていたにもかかわらず、これに従わず、違反行為

等を繰り返し継続しているとき。 

（３）千葉市から土砂等の埋立て等の停止命令若しくは特定事業の停止命令を受けてか

ら３年を経過していないとき。 

（４）その他停止期間を加重するに足りる相当の理由があると認められるとき。 

２ 許可業者が、別表の７から１５に掲げる各要件に該当し、かつ、前項の各号のいずれ

かに該当する場合のうち、情状が特に重い場合は、第３条の規定にかかわらず、特定事

業者に対する許可の取消しを行うことができる。 

（複数の取消し等の要件） 

第６条 別表に定める要件が複数ある場合、当該要件に係る不利益処分のうち最も重いも

のを適用する。 

（不利益処分の基準の公表） 

第７条 この基準は、千葉市ホームページへ掲載する方法により公表するものとする。 

２ この基準は、環境局資源循環部産業廃棄物指導課内において、閲覧又は提供できる

ものとする。 

附 則  

１ この基準は、平成２９年２月１日より施行する。 

２ 千葉市特定事業事業者不利益処分に関する内規（平成１３年１０月２２日環境管理部

長決裁）は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 

取消等の要件 関係条文 処分内容 

１ 条例に基づく命令に違反したとき。 

条例第７条第２項 

条例第７条第３項 

条例第８条第２項 

条例第２２条第１項 

条例第２２条第２項 

許可取消し 

２ 不正の手段により許可（変更許可、譲受

け許可を含む）を受けたとき。 

条例第９条第１項 

条例第１２条第１項 

条例第２０条の３第１項 

３ 土砂等の埋立て等を引き続き１年以上

行っていないとき。 
条例第２３条第１項第３号 

４ 無許可で変更したとき。 条例第１２条第１項 

５ 相続等を受けた者が欠格要件に該当し

たとき。 
条例第２３条第１項第７号 

６ 名義貸しを行ったとき。 条例第２１条の２ 

７ 許可の条件に違反したとき。 条例第１３条 

停止３０日 

８ 土砂等の搬入の届出をしなかったとき。 条例第１４条 

９ 土砂等管理台帳を作成しなかったとき。 
条例第１５条第１項 

条例第１５条第２項 

10 特定事業に使用された土砂等の量等を

市長へ報告しなかったとき。 
条例第１５条第３項 

11 地質検査等の報告をしなかったとき。 条例第１６条第１項 

12 特定事業区域の土壌中に安全基準に適

合しない土砂等があることを確認した際

に、市長へその旨を報告しなかったとき。 

条例第１６条第２項 

13 関係書類等を利害関係を有する者の縦

覧に供しなかったとき。 
条例第１７条 

停止１０日 14 標識を設置しなかったとき。 条例第１８条第１項 

15 境界を明らかにする表示を行わなかっ

たとき。 
条例第１８条第２項 

16 事業者等に対する土砂等の安全基準の

確認に係る土砂等の埋立て等の停止命令 
条例第７条第２項 

確認に必要な

期間の停止 

17 特定事業者に対する措置命令 条例第２２条第１項 

措置を講ずる

ために必要な

期間の停止 

 


